
久喜市地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金給付事業実施要 

綱 

（趣旨） 

第１条 この告示は、食材費等の価格高騰が、地域活動支援センターの管理運営

に甚大な影響を与えていることを踏まえ、地域活動支援センターの指定事業者

に久喜市地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金（以下「給付金」と

いう。）を給付する久喜市地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金給

付事業の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（給付対象者） 

第２条 給付金の給付を受けることができる者（以下「給付対象者」という。）

は、申請時点において、久喜市地域活動支援センター事業実施要綱（平成２２

年久喜市告示第９６号）第２条第２項の規定により、地域活動支援センター事

業の指定事業者として指定を受けている社会福祉法人等として同要綱第３条第

２号に規定する地域活動支援センターⅡ型の事業を実施するものとする。 

（給付対象経費） 

第３条 給付金の給付の対象となる経費（以下「給付対象経費」という。）は、

地域活動支援センターの指定事業者による地域活動支援センターⅡ型の事業に

要する経費のうち、令和６年１月から令和６年３月までの期間（以下「給付対

象期間」という。）における食材費等の食事の提供に係る経費とする。 

（給付額等） 

第４条 給付金の額は、令和５年４月から令和５年１０月までの期間における１

食あたりの食事の提供に係る経費から、令和４年４月から令和４年１０月まで

の期間における１食あたりの食事の提供に係る経費を差し引いた額に、令和５

年４月から令和５年１０月までの期間における１月あたりの食事提供数の平均

値（当該値に１未満の端数がある場合は、これを切り捨てた値）及び給付対象

期間の月数を乗じて得た額とする。 



２ 前項の規定により算出した額に１，０００円未満の端数があるときは、その

額を切り捨てるものとする。 

３ 給付対象経費に対し、別の補助金その他の反対給付があるときの給付金の額

は、前２項の規定により算出した額から当該反対給付の額を差し引いた額とす

る。 

４ 給付金の給付は、給付対象者につき１回限りとする。 

（給付の申請） 

第５条 給付金の給付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、地域

活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金申請書兼請求書（様式第１号。以

下「申請書兼請求書」という。）に次に掲げる書類を添付して、市長に提出す

るものとする。 

（１） 食事の提供に係る経費が確認できる書類 

（２） その他市長が必要と認める書類 

（給付の決定等） 

第６条 市長は、申請書兼請求書を受理したときは、速やかにその内容を審査し、

給付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により給付の決定をしたときは、地域活動支援センター

Ⅱ型食材費高騰対策給付金給付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通

知し、給付金を給付するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により給付金の給付をしないことを決定したときは、

地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金不給付決定通知書（様式第３

号）により申請者に通知するものとする。 

（給付の決定の取消し及び給付金の返還） 

第７条 市長は、申請者が偽りその他不正の手段により給付金の給付の決定を受

けたと判明したときは、当該決定を取り消し、当該申請者に対し、期限を定め

て給付した給付金の返還を求めるものとする。 



（調査等） 

第８条 市長は、給付金の給付を適正に行うため必要があるときは、申請者に対

し、必要事項について報告を求め、又は職員に関係帳簿等を調査させることが

できる。 

（その他） 

第９条 この告示に定めるもののほか、久喜市地域活動支援センターⅡ型食材費

高騰対策給付金給付事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（この告示の失効） 

２ この告示は、令和６年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日まで

に第６条第１項の規定により給付の決定をした給付金については、第７条及び

第８条の規定は、同日後も、なおその効力を有する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第５条関係） 

 

地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金申請書兼請求書 

                            

 年  月  日 

 

 久喜市長  あて 

               所 在 地                  

      申請者（請求者） 事業所名                  

               代表者名                ㊞ 

               電話番号                  

 

 久喜市地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金の給付を受けたいので、久喜市地

域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金給付事業実施要綱第５条の規定により、下記

のとおり申請します。 

 ＊この申請書は、久喜市において給付決定した後は、給付金の請求書として取り扱います。 

 

記 

 

１ 申請額       金               円 

 

２ 給付金の振込先  

金融機関名  支 店 名  

預金の種類 普通・当座 口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

 

３ 同意事項 

（１）給付の可否の審査及び給付事務を行うために、市の職員が行う調査（書面、口頭、 

立入検査等）に協力すること。 

（２） 偽りその他不正の手段により給付金の給付の決定を受けたことが判明した場合、給 

付の決定の取り消し、給付金の返還等に応じること。 

 

４ 添付書類 

（１） 地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金計算書（別紙） 

（２） 食事の提供に係る経費が確認できる書類 

 （３）その他市長が必要と認める書類 

 

 



別紙 

 

地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金計算書 

 

１ １食あたりの食事提供費の増額分について 

 （１） 令和５年４月から令和５年１０月分までの期間の食事提供費 

     

１日あたり     円（ア） 

 

（２） 令和４年４月から令和４年１０月分までの期間の食事提供費 

     

１日あたり     円（イ） 

 

 （３） 食事提供費の増額分（（ア）－（イ）） 

     円（ウ） 

 

２ １か月あたりの食事提供数平均値 

 （１） 令和５年４月から令和５年１０月までの食事提供数 

    食（エ） 

 

（２） 令和５年４月から令和５年１０月までの平均食事提供数（エ÷７） 

 

    食（オ） 

※小数点以下は切り捨て 

 

３ 給付金（申請額）の計算 

 （１） （ウ）    円 × （オ）   ×３（か月分）＝     円（カ） 

 

 （２） （カ）の１，０００円未満を切り捨てた額           円（キ） 

 

 （３） 給付対象経費について、別の補助金等の交付を受けている場合は、その額 

     円（ク） 

 

 （４） 申請額 

   

   （キ）     円 － （ク）     円 ＝      （申請額） 

 

 

上記に相違ありません。 

事業所名                      

 

代表者名                      

        ＊本人又は代表者が署名してください。記名押印も可能です。 



様式第２号（第６条関係） 

 

地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金給付決定通知書 

 

久 第    号  

  年  月  日  

 

        様 

 

久喜市長        印  

  

年  月  日付けで申請のありました、久喜市地域活動支援センターⅡ型

食材費高騰対策給付金について、下記のとおり給付の決定をしましたので、久喜市地域

活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金給付事業実施要綱第６条第２項の規定に

より通知します。 

 

記 

 

１ 事業所名 

 

２ 給付決定額   金               円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第６条関係） 

 

地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金不給付決定通知書 

 

久 第    号  

  年  月  日  

 

        様 

 

久喜市長        印  

  

年  月  日付けで申請のありました、久喜市地域活動支援センターⅡ型

食材費高騰対策給付金について、下記のとおり給付しないことを決定しましたので、久

喜市地域活動支援センターⅡ型食材費高騰対策給付金給付事業実施要綱第６条第３項

の規定により通知します。 

 

記 

 

１ 事業所名 

 

２ 不給付の理由    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


	案文
	01様式第１号及び別紙
	02 様式第２号
	03 様式第３号

